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二
三

特
定
駐
車
場
に
お
け
る
必
要

と
さ
れ
る
防
火
安
全
性
能
を

有
す
る
消
防
の
用
に
供
す
る

設
備
等
に
関
す
る
省
令

二
七
66

二

二
四

消
防
用
ホ
ー
ス
の
技
術
上
の

規
格
を
定
め
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

三
一

二

二
五

住
宅
用
防
災
警
報
器
及
び
住

宅
用
防
災
報
知
設
備
に
係
る

技
術
上
の
規
格
を
定
め
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
一

二

二
六

火
災
報
知
設
備
の
感
知
器
及

び
発
信
機
に
係
る
技
術
上
の

規
格
を
定
め
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

三
一

二

二
七

総
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

三
一
69

J
J
I

二
八

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法

施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

三
一
70

一
九

二
九

住
民
基
本
台
帳
法
別
表
第
一

か
ら
別
表
第
五
ま
で
の
総
務

省
令
で
定
め
る
事
務
を
定
め

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

三
一
70

二
三

三
〇

地
方
独
立
行
政
法
人
法
施
行

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

三
一
70

二
四

三
一

放
送
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

三
一
70

二
四

三
二

公
害
紛
争
処
理
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
一
70

二
五

三
三

都
及
び
特
別
区
の
標
準
税
収

入
額
の
算
定
方
法
に
関
す
る

省
令
及
び
地
方
債
に
関
す
る

省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

三
一
特6

M
J
J

三
四

地
方
税
法
施
行
規
則
及
び
航

空
機
燃
料
譲
与
税
法
施
行
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
一
特6

M
J
K

三
五

奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措

置
法
第
六
条
の
十
三
の
地
方

税
の
課
税
免
除
又
は
不
均
一

課
税
に
伴
う
措
置
が
適
用
さ

れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省
令

等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
一
特6

M
K
M

三
六

日
本
郵
便
株
式
会
社
法
施
行

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

三
一
特6

M
K
N

三
七

過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措

置
法
第
十
二
条
第
一
項
第
六

号
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で

定
め
る
事
業
者
を
定
め
る
省

令

三
一
特6

M
K
O

三
八

過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措

置
法
第
十
二
条
第
二
項
に
規

定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
額

を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

三
一
特6

M
K
O

三
九

地
方
自
治
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

三
一
特6

M
K
O

四
〇

失
業
者
の
退
職
手
当
支
給
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
一
特6

M
K
O

〇
総
務
省
、
財
務
省

一

地
方
財
政
法
施
行
令
第
二
条

第
四
項
、第
十
七
条
第
四
項
、

第
二
十
一
条
第
四
項
及
び
第

二
十
八
条
第
三
項
並
び
に
地

方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全

化
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第

十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る

総
務
省
令
・
財
務
省
令
で
定

め
る
要
件
を
定
め
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
一
特6

M
L
L

二

租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う

所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び

地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す

る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
一
特6

M
L
L

〇
総

務

省
、
農
林
水
産
省
、

国
土
交
通
省

一

過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措

置
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

三
一
特6

M
L
M

二

奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措

置
法
施
行
規
則

三
一
特6

M
L
M

〇
法

務

省

四

法
務
省
定
員
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
六
64

一
一

五

法
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
八
67

J
M
K

六

法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
組

織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

二
八
67

J
M
K

七

刑
務
所
、
少
年
刑
務
所
及
び

拘
置
所
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
八
67

J
M
K

八

少
年
院
及
び
少
年
鑑
別
所
組

織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

二
八
67

J
M
K

九

矯
正
研
修
所
組
織
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
八
67

J
M
L

一
〇

保
護
観
察
所
組
織
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
八
67

J
M
L

一
一

地
方
入
国
管
理
局
組
織
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
八
67

J
M
L

一
二

警
察
拘
禁
費
用
償
還
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
八
67

J
M
L

一
三

刑
事
施
設
及
び
被
収
容
者
の

処
遇
に
関
す
る
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
八
67

J
M
L

〇
法
務
省
、
厚
生
労
働
省

一

心
神
喪
失
等
の
状
態
で
重
大

な
他
害
行
為
を
行
っ
た
者
の

医
療
及
び
観
察
等
に
関
す
る

法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

一
七

二

〇
外

務

省

六

領
事
官
の
徴
収
す
る
手
数
料

の
額
を
定
め
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

五
44

二
五

七

国
外
に
お
け
る
旅
券
手
数
料

の
額
を
定
め
る
省
令
及
び
領

事
官
の
徴
収
す
る
手
数
料
の

額
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

五
44

四
四

八

外
務
省
の
所
管
に
属
す
る
不

動
産
登
記
の
嘱
託
職
員
を
指

定
す
る
省
令

二
六

二

九

子
女
教
育
手
当
の
支
給
に
関

す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

二
八

二

一
〇

外
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

三
一
69

J
J
J

一
一

外
務
省
の
所
管
す
る
法
令
の

規
定
に
基
づ
く
行
政
手
続
等

に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術

の
利
用
に
関
す
る
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

三
一
70

二
五

一
二

研
修
員
手
当
の
号
の
適
用
に

関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

三
一
特6

M
L
O

〇
財

務

省

九

電
解
二
酸
化
マ
ン
ガ
ン
に
対

し
て
課
す
る
不
当
廉
売
関
税

に
関
す
る
政
令
第
一
条
第
一

項
第
一
号
に
規
定
す
る
電
気

分
解
の
工
程
を
経
て
製
造
し

た
二
酸
化
マ
ン
ガ
ン
で
な
い

旨
の
証
明
書
の
提
出
に
関
す

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

五
44

五
七

一
〇

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

五
44

五
七

一
一

承
継
銀
行
並
び
に
協
定
銀
行

及
び
承
継
協
定
銀
行
が
取
得

し
た
不
動
産
に
関
す
る
権
利

の
移
転
登
記
の
登
録
免
許
税

の
免
税
を
受
け
る
た
め
の
手

続
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

五
44

五
七

一
二

外
国
為
替
に
関
す
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
一

二

一
三

国
の
物
品
等
又
は
特
定
役
務

の
調
達
手
続
の
特
例
を
定
め

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

一
二

三

一
四

株
式
会
社
国
際
協
力
銀
行
の

会
計
に
関
す
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
八
68

二

一
五

株
式
会
社
日
本
政
策
投
資
銀

行
の
会
計
に
関
す
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
八
68

三

一
六

特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
等

の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法

律
の
施
行
に
伴
う
財
務
省
関

係
省
令
の
整
備
等
に
関
す
る

省
令

二
八
68

五

一
七

国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

二
八
68

七

一
八

財
政
融
資
資
金
の
管
理
及
び

運
用
の
手
続
に
関
す
る
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
一

二

œ
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